
神 戸 市 114¶752¶895¶000 2¶177¶003¶000 0 116¶929¶898¶000 （注３）

堺 市 13¶387¶790¶000 3¶338¶166¶000 0 16¶725¶956¶000 （注４）

京 都 府 11¶298¶757¶000 0 0 11¶298¶757¶000

京 都 市 11¶298¶757¶000 0 0 11¶298¶757¶000

岡 山 県 64¶387¶153¶500 2¶354¶569¶000 0 66¶741¶722¶500 （注５）

広 島 県 75¶081¶443¶000 3¶016¶654¶000 0 78¶098¶097¶000 （注５）

徳 島 県 50¶666¶829¶000 1¶853¶836¶000 0 52¶520¶665¶000 （注５）

香 川 県 64¶387¶153¶500 2¶354¶569¶000 0 66¶741¶722¶500 （注５）

愛 媛 県 75¶081¶443¶000 3¶016¶654¶000 0 78¶098¶097¶000 （注５）

高 知 県 20¶336¶684¶000 743¶737¶000 0 21¶080¶421¶000 （注５）

計 5¶234¶234¶042¶745 120¶437¶014¶000 0 5¶354¶671¶056¶745

資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 70¶487¶149 18¶652¶467 0 89¶139¶616 （注６）

施行法第 15条による積立金 847¶573¶434¶121 0 0 847¶573¶434¶121

計 847¶643¶921¶270 18¶652¶467 0 847¶662¶573¶737

合 計 6¶081¶877¶964¶015 120¶455¶666¶467 0 6¶202¶333¶630¶482
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官
報 （注１） 政府出資金の当年度増加額は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第６条第３項により出資された額の合計であり、内訳は下記のとおりとなっております。

首都高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 19¶842¶000¶000円
阪神高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 10¶250¶000¶000円
本州四国連絡高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 40¶533¶000¶000円

（注２） 東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、埼玉県、千葉県の当年度増加額は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第６条第３項及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
施行令第１条第１号により出資された額となっております。

（注３） 大阪府、大阪市、兵庫県、神戸市の当年度増加額は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第６条第３項及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令第１条第２号
及び第３号により出資された合計額であり内訳は下記のとおりとなっております。
大阪府
阪神高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 3¶338¶166¶000円
本州四国連絡高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 743¶786¶000円
大阪市
阪神高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 3¶338¶166¶000円
本州四国連絡高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 196¶800¶000円
兵庫県
阪神高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 117¶751¶000円
本州四国連絡高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 3¶380¶157¶000円
神戸市
阪神高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 117¶751¶000円
本州四国連絡高速道路に係る業務に要する費用に充てる資金の一部に充てるべきものとして出資する出資金 2¶059¶252¶000円

（注４） 堺市の当年度増加額は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第６条第３項及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令第１条第２号により出資された額となって
おります。

（注５） 岡山県、広島県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県の当年度増加額は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第６条第３項及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施
行令第１条第３号により出資された額となっております。

（注６） 資本剰余金の当年度増加額は、補助金又は寄付により取得した非償却資産相当額であります。
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